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東日本大震災対策特別委員会

　震災後、県議会議員選挙を経て新しい議会

の中に上記の委員会が起ち上がりました。そ

れは被災地の隣県として多様な状況を正確に

捉え何をすべきか？またどのような情報を発

信すべきか？迅速に判断、行動する必要があ

ったからです。早速、宮城、岩手県に私自身

メンバーとして派遣され、関係者からご意見

を伺うことができました。

　現在、被災各県、自治体では復興計画が策

定され一歩一歩進展しているようですが、が

れき処理については未だ受け入れ先が少なく

宮城県議会よりさらなる要請が12月にあった

ばかりです。

　東日本大震災の影響から、いまだ原状復帰

すらできていないにもかかわらず、政府は、

今まさに国民の意向を無視し、ＴＰＰ交渉へ

の参加を強行しようとしています。

　地域の雇用改善、農林水産業の振興、食の

安全性確保、医療制度の充実は、国民の生命

　本年度は舟形町の一本杉福地地区が完成に

至り、24年度には鮭川左岸地区事業が竣工予

定です。

　県は農林水産業産出額３,０００億円を目

指し、施策を展開していますが、最上管内で

は基盤整備事業で新たに畑作の団地化も進め

ており、ネギ、ニラ、アスパラガス、トマト、

きゅうりなどが伸びしろがあり今後も期待さ

れております。

　そのような中、今冬の大雪はタラの芽、ウ

ルイの生産にも影響を与えており20日に始ま

った定例議会にて今後を睨んだ議論を展開し

て参りたいと考えています。

経営体育成基盤整備事業竣工

に直結した重要な問題にもかかわらず、十分

な情報開示や広範な国民各層の議論もないま

ま、ＴＰＰ交渉の参加を拙速に判断しようと

する政府の姿勢は極めて問題である。

　消費者・国民の安心・安全な暮らしの確保

や食料自給率向上につながらないことはもち

ろん、日本人の価値観や倫理観を土台に、国

民生活の基本となっているわが国の重要な制

度や、仕組みの変更につながるＴＰＰには反

対であり、絶対に認めることはできない。

　今、最優先に政府に求められているは、Ｔ

ＰＰ交渉への参加ではなく、東日本大震災と

原発事故からの復旧・復興に全力を尽くすこ

とである。私たちは、これからも国民各層と

の連携を広げ、わが国の食と暮らしといのち

を守るため、ＴＰＰ参加交渉反対に向けて戦

っていくことをここに宣言する。

（集会で採択された決議文）

　以前は「ほ場整備事業」と言われておりま

したが、現在は担い手の育成に主目的を置く

メニューとなっております。

　

火災で焼け焦げた船

ニラ畑（上）とウルイ畑（下）

津波で破壊された工場

メールアドレス
kengi-ito@estate.ocn.ne.jp
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